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研究成果の概要（和文）： 昨今の災害や事故・事件の多発に伴い、安全・安心社会が求められているが、客観
的に測定可能な安全に比べ、こころの状態である安心の探求は進んでいない。研究目的は、災害安心学という新
学問分野の構築可能性の探索であった。文献は、安心とは何かに対して抱く感情で、主観的な状態であるとし、
人とのつながりと信頼が必要とした。面接結果は、安心とは人命が保たれ、安全が維持されることとなった。安
全を作り出す方法は、設計基準の設定、品質管理の実施、共助の構築等が挙げられた。安全を担保し、安心を目
に見えるよう示し、人は何をするかを具体的に伝えることが重要である。引き続き、安心の探求と安心創造方法
の明確化が必要である。

研究成果の概要（英文）： With increaseing of disasters, accidents, and incident, security and 
Anshin/relief society are explored. However, Anshin/relief as the mind state is not explored in 
compared with security measured objectively. The purpose of this study was to explore the 
possibility of establishment of disaster Anshin/relief as new discipline. 
Based on the literature review, relief is emotion to something and subjective state. Relief exists 
with connectedness and trust with others. The results of interview to engineering researchers show 
that relief is to save lives and maintain security. Security is necessary condition for relief. The 
strategies to create relief are to set building standard, to assure quality and to develop mutual 
assistance. It is necessary to show to be visible as relief and to disseminate concreate mode what 
people do. It is also necessary to continue to explore anshin/relief identify strategies for create 
relief.  

研究分野： 災害看護学

キーワード： 災害　安心　備え　災害看護研究　災害看護教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
災害や事故・事件等が多発し、人々の安心感が脅かされている。日本社会は安全・安心社会を探索している。本
研究は、災害安心学という新しい学問を構築しようとする挑戦的な研究であった。安心は心の状態であり、人と
のつながりと信頼感を基盤とし、安全とも関連していることから、さらなる探求が必要である。本研究の難しさ
は、災害と安心の研究者自体が少なく、また災害が多発し対応等で研究対象者を得ることに困難があった。しか
し、昨今の災害発生頻度の増加、規模の増大から鑑みて、災害に対する備えや復興に向けた具体的な行動の提示
は喫緊の課題となっている。本研究を含めて、災害関連の研究は重要であり、継続が必要である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 文部科学省が 2007 年から開始した安全・安心科学技術プロジェクトでは、「安全」とは人と
その共同体への損傷ならびに人、組織、公共の所有物に損害がないと客観的に判断されること
であり、一方「安心」とは、心地の良い、緊張のない、落ち着いた状態であり、主観的なもの
と定義している。安全と安心はセットで述べられることが多いが、安全は現実の状態を表し、
安心は心の状態を表すことから、両者は別の事柄であり、必ずしも連動しないとされている(中
谷内、2006)。安全と安心の探求が求められているものの、客観的に測定が可能である安全ほど
には、こころの状態である安心の探求は進んでいないのが現状である。安全安心社会研究所
（2009）は、「安全・安心についても、単に危険や不安がないとかという状態を求めるのではな
く、健康の定義のように人生の生き甲斐や幸福というところまで踏み込んだ形の定義が必要な
のではないか」と問題提起を行っている。 
平成 15年から 5年間実施した文部科学省 21 世紀 COE プログラム「ユビキタス社会における

災害看護拠点の形成」プロジェクトを通して（兵庫県立大学看護学研究科：拠点リーダー 山本
あい子）、災害への備えや回復に向けて、人と人がケアし合うことの大切さ、情報の重要性、ま
た人々の生活と健康の回復にとって、安心がその基礎となること等を導き出している(2008；
2009)。世界的には、災害に関する国際的な研究所として、北米の Pan American Health 
Organization（PAHO)の災害センターや、タイのアジア災害対応センター（Asian Disaster 
Preparedness Center）、また WHO 内の感染に関する研究部門等が存在している。これらの研究
所では危機管理や救急対応などの救急/災害管理に関する研究の実施であり、災害時の安心に焦
点を当てた研究を行っているわけではない。日本においても、関西大学が社会安全学部や社会
安全研究センターを設置し、安全を切り口とした教育研究が実施され、また東北大学災害科学
国際研究所は実践的防災学として、防災・復興・復旧における教訓の一般化・統合化が試みら
れている。 
国内外における災害看護領域の研究には、災害や災害看護などの用語の定義に関するもの

（Birnbaum,2013）、災害時の人々の健康状態の明確化(山本、2012)といった基礎的な研究から、
災害レジリエンスの探求(Gebbie,2013；Mayner,2013)、あるいは災害に対する行動変容プログ
ラムの効果検証(Watanabe, 2012)等、多岐にわたっている。昨今、災害が多発していることか
ら、地域と個人が災害に対して備え、対応力としてのレジリエンスを高め、災害に備えること
は喫緊の課題となっている。また災害発生後には、生活を取り戻し、健康に復興・復旧・回復
していくことが必要である。過去に実施した 21 世紀 COE プログラム活動の結果、災害は地域
と人々の生活と命を脅かすが、人々は様々な支援（ハード・ソフト両面）を受けつつ、しなや
かに強靱に危機状況に立ち向かっていること、また危機的状況からの回復・復興過程において、
「人とのつながり」「信頼「安心」」等の大切さも明らかにされている。 
災害発生や大規模事故等に対して備えると同時に、人と人がケアし合い、安心を基盤として

地域と人々がしなやかに強く災害に立ち向かう力を創造することは、世界規模で重要かつ求め
られていることである。しかし、国内外において災害時の安心を探求し、かつ安心の創造方略
を含めた学問としての「災害安心学」の希求は未だ行われておらず、新たな学問分野の創造の
可能性につながっている。 
本研究が着目する安心概念は、国内外ともに、客観的に測定が可能な安全概念に比べて探求

が進んでいないことに加えて、災害時の安心創造を目指した研究は、未だに実施されていない。
災害状況下にある人々の復興や回復を考える時、「安心」を不安概念との関係でとらえるのでは
なく、人とのつながり・健康・その人の生活等、人が生きていくこと自体の全体像の中で捉え
ることが必要となる。そのためには、人間に関連した各学問分野における安心概念を明確にし、
かつ統合して共通の安心概念を抽出した上で、各学問分野が連動し合って、災害時の安心創造
方略を構築する災害安心学へと発展させていきうる余地がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究目的は、「災害安心学」という新学問分野の構築可能性を模索することである。この

目的のもとに、（１）各学問分野が「安心」をどのように捉えているのか、（２)各研究者の学問
体系は何か、（３）面接結果ならびに文献検索結果から、統合的な「安心」概念を明らかにし、
さらに、（４）「災害安心学」という新学問分野の構築の可能性を探る、の4目標を設定した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、「災害安心学」という新学問分野の構築可能性を模索することを目的として、看

護学に加えて他学問分野（社会学・工学・心理学等）の災害関連で安心/安全に関する文献統合
を行うこと、また安心/安全研究等を行っている研究者を対象として、半構成的な面接を用いて
データ収集を行った。半構成的面接項目内容には、①「安心」の捉え方、②各研究者の基盤と
している学問の体系、③各研究者の安心の捉え方を含め、インタビューガイドを作成し、面接
を実施した。文献ならびに面接結果から、統合的な共通の「安心」概念の抽出を試みた。 
 
本研究実施にあたっては、兵庫県立大学看護学部・地域ケア開発研究所研究倫理委員会の審査、

承認を受けて行った。実施にあたっては、特に下記３点に留意した。 
（１）研究参対象者の自由意志の尊重については、研究者は口頭あるいは文書により、その
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内容を対象者に説明し、研究参加の同意を得た人を研究協力者として実施した。 
（２）個人情報の保護については、面接内容は了解が得られたら録音した。録音データの記

述は、業者に依頼するが、その際、知りえた内容は、口外しない旨の誓約書への記載を課した。
研究データは、個人名をコード化し、個人が特定されないよう匿名性を維持し、また、研究結
果を発表する際も、個人が特定できないよう匿名性を維持することとした。 
（３）研究に参加することでの負担への配慮としては、面接時間は、1 時間から 1 時間半を

予定し、必要ならば計 3回までの可能性を伝えた。面接場所や日時は、研究協力者と相談の上
決定するが、面接に伴う経済的並びに時間的負担がないように予定できること、また面接中に
何らかの不都合が生じ、継続ができない場合は、後日日程調整等が可能であることを伝えた。 
 
４．研究成果 
（１）文献統合の結果 

看護学・社会学・工学・心理学等の学問分野で、①「安心」をどのように捉えているかにつ
いて明らかにした。安心関連の文献は2006年前後から出始めているが、それ以前にもみられるこ
とから、検索範囲を1995年から2016年までを対象として実施した。Cinii、google scholarを中
心に、安心と災害をキーワードとして612件の文献が検索された。このうち、情報通信関係や土
木関係等の文献を除外し、安心+災害+心理学で5件、安心+心理学+概念で他との重複を除外して
１件、安心+安全+心理学で9件、安心+安全+概念で80件中21件、計36件をリストアップした。さ
らにキーワードとして、安心+安全+社会学で33件、安心+安全+社会学+災害で3件、安心+社会学+
概念1件、安心+社会学で34件、このうち重複を除き計68件をリストに加えた。また災害+安心+
社会福祉学で4件、さらに安心+災害+工学で6件、安心+災害+建築学で5件、このうち重複を除き
計11件を追加した。 
 これらの文献を用いて、安心の概念分析を行った。結果、安心とは人が何かに対して抱く感情
であり、一つの主観的な状態をさす。また安心には人とのつながりと信頼が必要である。安心の
影響要因として、洪水などの発生等人命に関わる事態、地域の復興計画の策定、安全な食べ物を
作ることに心血を注いできた生き方や安全性を担わなくてはならないという生産者の内的思考
等が挙げられた。先行要件としては、災害に関する情報や知識の獲得、インフラ整備、物資や資
金の調達、災害時の支援活動等が挙げられた。属性には、安全の確証が得られること（自ら確認
できる、納得できる）、日常の暮らしの営みがある、人とのつながりがあることを実感できる等
が含まれた。さらに帰結としては、希望、自信、地域社会の復興の促進等が挙げられた。 
 
（２）面接結果 
 面接実施に向けて、論文や学会発表等から研究協力候補者リストとして12名を選定し、面接

依頼を行った結果、5名から研究協力承諾を得たが、実際研究協力者となったのは、3名であった。
最終的な研究協力者数が少なかったのは、そもそも災害と安心に関する研究者自体の少なさに加
えて、「安全は研究しているが安心は研究していないことから、自分は研究協力者として適切で
はない」や「自身の仕事が忙しい」や「災害が多発したことからその対応や調査で忙しい」等の
理由からであった。 
研究協力者の学問領域は、構造力学、耐震力学（建築学）、波動力学（土木工学）であった。

面接の結果、安心とは、今、安全でも安心にはならず、それが長期間継続すること、安全が長く
持続することである。また人命が保たれることである。安心の必要条件は安全であり、それを増
加させることが安心につながる。その一方で、安全とは、①100％の安全はなく、常にリスクは
伴うが、リスクについて表現することは可能である。②家屋が崩壊して暮らせなくても仕方がな
いというように、どこかで線引きが必要な事象であり、過剰な安全は望まないことが必要である。
③個人の権利を侵害してはいけないが、公共の福祉とのバランスからみることも必要であり、
Initial cost + Life cycle costで考えることも大切である。④安全とは数として客観的に捉え
られるものであり、安心の必要条件であると考えている。 

安全を作り出す方法としては、設計基準の設定、品質管理を実施し大丈夫と言える部分を担
保する、共助の構築等がある。また安全を担保した上で、安心であることを目に見えるように示
し、人々は何をするのか、その具体的方略を伝えることが重要である。 

これらに加え、被災地での活動を通して、安心した生活のためには、生活を支え合うことが
できるコミュニティや生きがいや楽しみの重要性が観察されている。また国外での災害関連の学
会や会議の中では、災害と安心関連の研究や、それ自体に関心を持つ研究者は大変少ないことも
判明した。 
 
なお、本研究における研究協力者数が少ないことから、さらなる研究は必要であるが、この状

況は、災害関連の研究者の少なさを反映しており、加えて、災害と安心に関する研究者数はさら
に少なくなっている。国外においても同様の状況がみられている。昨今の災害発生の多さから鑑
みても、災害関連研究は必要であるが、国内外ともに災害関連の研究者数の増加が課題となって
いる。災害や事件・事故が多発し、人々の中の安心感が脅かされている現在、引き続き、災害と
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安心の探求は必要であり、多くの学問領域の研究者による協同研究を通して、安心の探求を継続
することが望まれる。 
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